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１．2025年３月期第３四半期の連結業績（2024年４月１日～2024年12月31日）

（１）連結経営成績(累計) (％表示は、対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2025年３月期第３四半期 12,585 7.7 1,436 51.5 1,885 31.2 1,392 34.0

2024年３月期第３四半期 11,689 △5.3 948 △24.1 1,436 △21.4 1,039 △5.1

(注) 包括利益 2025年３月期第３四半期 1,541百万円(△21.3％) 2024年３月期第３四半期 1,958百万円(△12.5％)

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
四半期純利益

円 銭 円 銭

2025年３月期第３四半期 146.59 ―

2024年３月期第３四半期 107.15 ―

（２）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

2025年３月期第３四半期 32,828 27,742 82.6

2024年３月期 32,085 27,410 83.5

(参考) 自己資本 2025年３月期第３四半期 27,127百万円 2024年３月期 26,782百万円

２．配当の状況

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2024年３月期 ― 35.00 ― 35.00 70.00

2025年３月期 ― 50.00 ―

2025年３月期(予想) 50.00 100.00

(注) 直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無

2025年３月期第２四半期末配当金の内訳 普通配当 35円00銭 記念配当 15円00銭

2025年３月期期末配当金(予想)の内訳 普通配当 35円00銭 記念配当 15円00銭

３．2025年３月期の連結業績予想（2024年４月１日～2025年３月31日）

(％表示は、対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 16,500 8.4 1,550 63.6 2,000 28.3 1,700 24.7 180.46

(注) 直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 有



※ 注記事項

（１）当四半期連結累計期間における連結範囲の重要な変更 ： 無

新規 ―社（社名） 、除外 ―社（社名）

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 無

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無

（注）詳細は、添付資料Ｐ.８「２．四半期連結財務諸表及び主な注記（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（会計方針の変更に関する注記）」をご覧ください。

（４）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 2025年３月期３Ｑ 9,856,107株 2024年３月期 9,856,107株

② 期末自己株式数 2025年３月期３Ｑ 435,868株 2024年３月期 335,455株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 2025年３月期３Ｑ 9,499,750株 2024年３月期３Ｑ 9,697,648株

（注）当社は「株式給付信託(BBT)」及び「株式給付信託(J-ESOP)」を導入しており、株主資本において自己株式とし

て計上されている「株式給付信託(BBT)」及び「株式給付信託(J-ESOP)」に残存する自社の株式は、１株当たり

四半期純利益の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めています。

※ 添付される四半期連結財務諸表に対する公認会計士又は
監査法人によるレビュー

： 有（任意）

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
（将来に関する記述等についてのご注意）

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であ

ると判断する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、

実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想の

ご利用にあたっての注意事項等については、添付資料Ｐ.３「１．経営成績等の概況（３）連結業績予想などの

将来予測情報に関する説明」をご覧ください。
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１．経営成績等の概況

（１）当四半期連結累計期間の経営成績の概況

当第３四半期連結累計期間の世界経済は、インフレ圧力が緩和され、欧米においては利下げに転じる動きがみら

れました。米国経済は個人消費が堅調に推移した一方、中国経済は長引く不動産不況や厳しい雇用環境により景気

の減速が続いております。また、ウクライナ紛争の長期化や中東情勢の緊迫などが継続しており、地政学リスクの

高まりによる情勢不安など、先行きが不透明な状況で推移しております。

我が国の経済は、雇用や賃上げによる所得環境の改善により、緩やかな回復基調が続いております。しかし、物

価上昇は継続しており、加えて米国のトランプ大統領就任前に発表された関税問題や政権動向などにより円安基調

に推移しているため、楽観視できない状況が継続しております。

当社グループの属するエレクトロニクス業界では、自動車電装市場は電気自動車の販売が失速しておりますが全

体としては堅調に推移しており、生活家電市場においても在庫調整が一巡し好調に推移しております。一方、産業

機器市場では半導体関連は需要が増えておりますが、ＦＡ機器関連や設備関連は在庫調整が継続しております。

このような状況の中で当社グループは、2021年５月に策定した中期５ヵ年計画の４年目にあたる当期は、その目

標達成や次期中期経営計画策定に向けて、当社の要素技術の要であるエレメント技術の向上などを目的に、2027年

度の完成を目標とした研究開発機能と本社機能を複合した新本社ビルへの建替えを計画しており、電気自動車やそ

の周辺機器向け及び自動車向け製品の開発を加速し、医療・ヘルスケア分野への各種センサーの拡販を進めており、

加えて大学などとの共同研究を積極的に行っております。製造面においては、環境にも配慮した素材の選定や、開

発技術力向上ならびに製造設備の省人化・無人化などによる生産性向上と原価低減を継続的に行い、競争力強化を

図るとともに、ＤＸ化を組み込んだ一貫生産体制の確立などの導入も継続的に検討しており、またＢＣＰを念頭に

生産の最適化を進めております。

販売面においては、電子部品セグメントは全体的に好調となりましたが、その他のセグメントにおいては、産業

機器市場の低迷が継続していることから、機械設備等の販売は低調となりました。利益面においては、円安の影響

や原価低減を進めた結果、当第３四半期連結累計期間の連結売上高は125億85百万円（前年同期比7.7％増）となり

ました。営業利益は14億36百万円（前年同期比51.5％増）、経常利益は18億85百万円（前年同期比31.2％増）、親

会社株主に帰属する四半期純利益は13億92百万円（前年同期比34.0％増）となりました。

セグメントの業績は次のとおりであります。

①電子部品

自動車電装市場は、電気自動車の販売失速などの状況の中で地域別の差はあるものの、当社グループ全体とし

ての販売は堅調に推移しております。また産業機器市場の半導体関連向けは順調な推移となっております。生活

家電市場においては在庫調整が一巡し好調に推移しました。特にアミューズメント市場は年末商戦などの影響も

あり好調となりました。

この結果、電子部品の売上高は121億94百万円（前年同期比8.7％増）となり、営業利益は13億67百万円（前年

同期比51.7％増）となりました。

当事業の地域別の業績は次のとおりであります。

ａ．日本

自動車電装市場は、対前年比で好調な推移となりました。医療・ヘルスケア機器向けは、順調な推移となりまし

たが、生活家電市場においては、給湯器向けは好調でしたが、一方、暖冬の影響から石油ファンヒーター向けは低

調でした。

この結果、売上高は52億83百万円（前年同期比0.9％減）、営業利益は４億48百万円（前年同期は39百万円の営業

利益）となりました。



帝国通信工業株式会社(6763) 2025年３月期 第３四半期決算短信

3

ｂ．アジア

中国では長引く不動産不況や厳しい雇用環境により景気の減速が続いており、生活家電市場においては、給湯器

関連は低調でした。一方、エアコン関連は堅調に推移し、ＡＶ機器市場は引き続き好調を維持しております。また、

アジア全体としては、自動車電装市場、アミューズメント市場向けが、好調に推移しました。

この結果、売上高は67億28百万円（前年同期比17.2％増）、営業利益は９億６百万円（前年同期比11.8％増）と

なりました。

ｃ．北米

景気動向は依然不透明な状況ではありますが、個人消費は堅調を継続しており、プロ用オーディオ市場向け、産

業機器市場向けの製品が好調な推移となりました。

この結果、売上高は１億82百万円（前年同期比20.7％増）、営業利益は６百万円（前年同期は15百万円の営業損

失）となりました。

②その他

環境対応緩衝材は、医療機器向けや半導体関連市場向けに加え、果実や根野菜向け緩衝材の拡販を進め、順調

に推移しております。一方、産業機器市場の低迷が継続していることから機械設備等の販売は低調となりまし

た。

この結果、その他事業の売上高は３億90百万円（前年同期比16.5％減）、営業利益は64百万円（前年同期比8.5

％減）となりました。

（２）当四半期連結累計期間の財政状態の概況

資産、負債及び純資産の状況

当第３四半期連結会計期間末の財政状態につきましては、総資産が前連結会計年度末に比べ７億42百万円増加し

328億28百万円となりました。その内訳は、流動資産が６億65百万円増加し202億６百万円、固定資産が77百万円増

加し126億22百万円となりました。

負債は前連結会計年度末に比べ４億10百万円増加し50億85百万円となりました。その内訳は、流動負債が２億48

百万円増加し25億６百万円、固定負債が１億61百万円増加し25億79百万円となりました。

これらの結果、純資産は前連結会計年度末に比べ３億31百万円増加し277億42百万円となり、自己資本比率は前連

結会計年度末の83.5％から82.6％となりました。

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

2025年３月期の連結業績予想につきましては、第３四半期連結累計期間の実績及び今後の業績動向を検討した結

果、2024年８月８日に公表しました通期業績予想を修正いたしました。当該予想数値に関する事項につきましては、

本日公表の「2025年３月期業績予想の修正に関するお知らせ」を参照ください。なお、業績予想の前提となる第４

四半期の為替レートは、１US$＝145円で試算を行っております。

＜業績等の予想に関する注意事項＞

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると

判断する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業

績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。
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２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表

(単位：千円)

前連結会計年度
(2024年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2024年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 12,337,790 11,640,555

受取手形及び売掛金 3,122,788 4,060,251

電子記録債権 604,958 644,262

商品及び製品 1,415,795 1,452,445

仕掛品 704,469 786,579

原材料及び貯蔵品 967,483 996,344

その他 398,366 633,576

貸倒引当金 △10,643 △7,916

流動資産合計 19,541,009 20,206,099

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 1,862,744 1,802,260

機械装置及び運搬具（純額） 1,400,905 1,444,875

その他（純額） 998,789 1,325,481

有形固定資産合計 4,262,438 4,572,618

無形固定資産 52,755 55,826

投資その他の資産

投資有価証券 3,466,931 3,204,487

退職給付に係る資産 4,230,802 4,224,958

その他 535,082 567,525

貸倒引当金 △3,216 △3,216

投資その他の資産合計 8,229,600 7,993,755

固定資産合計 12,544,794 12,622,200

資産合計 32,085,804 32,828,299

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 630,618 663,451

電子記録債務 280,715 224,350

短期借入金 45,781 44,934

未払法人税等 124,700 170,398

賞与引当金 378,221 285,754

役員賞与引当金 9,500 ―

その他 788,343 1,117,829

流動負債合計 2,257,879 2,506,719

固定負債

株式給付引当金 ― 26,578

役員株式給付引当金 120,326 136,173

退職給付に係る負債 180,556 205,175

その他 2,116,500 2,211,345

固定負債合計 2,417,382 2,579,272

負債合計 4,675,262 5,085,991
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(単位：千円)

前連結会計年度
(2024年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2024年12月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 3,453,078 3,453,078

資本剰余金 5,456,313 5,497,822

利益剰余金 14,248,739 14,821,434

自己株式 △631,978 △961,049

株主資本合計 22,526,153 22,811,285

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 1,886,804 1,732,738

為替換算調整勘定 1,400,208 1,740,063

退職給付に係る調整累計額 969,809 843,482

その他の包括利益累計額合計 4,256,822 4,316,284

非支配株主持分 627,565 614,738

純資産合計 27,410,542 27,742,308

負債純資産合計 32,085,804 32,828,299
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

四半期連結損益計算書

第３四半期連結累計期間

(単位：千円)
前第３四半期連結累計期間

(自 2023年４月１日
至 2023年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2024年４月１日
至 2024年12月31日)

売上高 11,689,543 12,585,114

売上原価 7,974,298 8,464,982

売上総利益 3,715,245 4,120,132

販売費及び一般管理費 2,767,125 2,683,297

営業利益 948,120 1,436,835

営業外収益

受取利息 65,429 105,938

受取配当金 143,680 123,333

受取賃貸料 49,655 39,945

為替差益 242,575 202,275

その他 33,230 25,421

営業外収益合計 534,572 496,915

営業外費用

支払利息 2,834 2,523

自己株式取得費用 11,746 7,502

固定資産賃貸費用 20,621 29,845

その他 10,769 8,659

営業外費用合計 45,970 48,531

経常利益 1,436,722 1,885,219

特別利益

投資有価証券売却益 ― 120,268

投資有価証券償還益 109,187 ―

特別利益合計 109,187 120,268

特別損失

解体撤去費用 ― 129,100

特別損失合計 ― 129,100

税金等調整前四半期純利益 1,545,909 1,876,388

法人税等 429,354 411,308

四半期純利益 1,116,555 1,465,079

非支配株主に帰属する四半期純利益 77,421 72,520

親会社株主に帰属する四半期純利益 1,039,134 1,392,559
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四半期連結包括利益計算書

第３四半期連結累計期間

(単位：千円)
前第３四半期連結累計期間

(自 2023年４月１日
至 2023年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2024年４月１日
至 2024年12月31日)

四半期純利益 1,116,555 1,465,079

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 279,735 △147,532

為替換算調整勘定 652,463 351,609

退職給付に係る調整額 △89,926 △127,838

その他の包括利益合計 842,273 76,238

四半期包括利益 1,958,828 1,541,318

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 1,845,126 1,452,020

非支配株主に係る四半期包括利益 113,702 89,297
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

四半期連結財務諸表は、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国におい

て一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第

２項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して作成しています。

（会計方針の変更に関する注記）

「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用

「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号 2022年10月28日。以下「2022年改正

会計基準」という。）等を第１四半期連結会計期間の期首から適用しております。

法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、2022年改正会計基準第20－３

項ただし書きに定める経過的な取扱い及び「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28

号 2022年10月28日。以下「2022年改正適用指針」という。）第65－２項(2)ただし書きに定める経過的な取扱いに

従っております。なお、当該会計方針の変更による四半期連結財務諸表への影響はありません。

また、連結会社間における子会社株式等の売却に伴い生じた売却損益を税務上繰り延べる場合の連結財務諸表に

おける取扱いの見直しに関連する改正については、2022年改正適用指針を第１四半期連結会計期間の期首から適用

しております。当該会計方針の変更は、遡及適用され、前年四半期及び前連結会計年度については遡及適用後の四

半期連結財務諸表及び連結財務諸表となっております。なお、当該会計方針の変更による前年四半期の四半期連結

財務諸表及び前連結会計年度の連結財務諸表への影響はありません。

（セグメント情報等の注記）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間(自 2023年４月１日 至 2023年12月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

報告セグメント
調整額
(千円)
(注)２

四半期連結損益
計算書計上額

(千円)
(注)３

電子部品
(千円)
(注)１

その他
(千円)

計
(千円)

売上高

外部顧客への売上高 11,222,415 467,128 11,689,543 ― 11,689,543

セグメント間の内部売上高
又は振替高

2,598 74,972 77,571 △77,571 ―

計 11,225,013 542,101 11,767,115 △77,571 11,689,543

セグメント利益 901,226 70,494 971,721 △23,601 948,120

(注) １．電子部品の地域別の内訳は下記のとおりであります。

日本
(千円)

アジア
(千円)

北米
(千円)

計
(千円)

調整額
(千円)

電子部品合計
(千円)

売上高

外部顧客への売上高 5,330,420 5,740,839 151,155 11,222,415 ― 11,222,415

地域間の内部売上高
又は振替高

4,144,807 3,343,327 ― 7,488,135 △7,485,536 2,598

計 9,475,228 9,084,166 151,155 18,710,550 △7,485,536 11,225,013

地域別利益又は損失(△) 39,346 810,820 △15,290 834,876 66,349 901,226

２．セグメント利益の調整額は、セグメント間取引消去であります。

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整をおこなっております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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Ⅱ 当第３四半期連結累計期間(自 2024年４月１日 至 2024年12月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

報告セグメント
調整額
(千円)
(注)２

四半期連結損益
計算書計上額

(千円)
(注)３

電子部品
(千円)
(注)１

その他
(千円)

計
(千円)

売上高

外部顧客への売上高 12,194,840 390,274 12,585,114 ― 12,585,114

セグメント間の内部売上高
又は振替高

1,787 85,735 87,523 △87,523 ―

計 12,196,627 476,010 12,672,638 △87,523 12,585,114

セグメント利益 1,367,230 64,478 1,431,709 5,126 1,436,835

(注) １．電子部品の地域別の内訳は下記のとおりであります。

日本
(千円)

アジア
(千円)

北米
(千円)

計
(千円)

調整額
(千円)

電子部品合計
(千円)

売上高

外部顧客への売上高 5,283,636 6,728,768 182,434 12,194,840 ― 12,194,840

地域間の内部売上高
又は振替高

5,465,168 3,823,320 ― 9,288,488 △9,286,701 1,787

計 10,748,804 10,552,089 182,434 21,483,328 △9,286,701 12,196,627

地域別利益 448,113 906,320 6,744 1,361,179 6,050 1,367,230

２．セグメント利益の調整額は、セグメント間取引消去であります。

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整をおこなっております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間(自 2023年４月１日 至 2023年12月31日)

当社は、2023年８月８日開催の取締役会決議に基づき、自己株式267,300株の取得を行い、当第３四半期連結累計

期間において、自己株式が499,864千円増加しました。また、2023年８月８日開催の取締役会決議に基づき、2023年

８月31日付で、自己株式285,726株の消却を行った結果、当第３四半期連結累計期間において利益剰余金及び自己株

式がそれぞれ661,741千円減少しました。

なお、当第３四半期連結会計期間末において利益剰余金が13,924,980千円、自己株式が631,648千円となっており

ます。

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間(自 2024年４月１日 至 2024年12月31日)

当社は、2024年８月８日開催の取締役会決議に基づき、自己株式109,300株の取得を行いました。この結果等によ

り、当第３四半期連結累計期間において自己株式が329,071千円増加し、当第３四半期連結会計期間末において自己

株式が961,049千円となっております。

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（キャッシュ・フロー計算書に関する注記）

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。

前第３四半期連結累計期間
(自 2023年４月１日
至 2023年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2024年４月１日
至 2024年12月31日)

減価償却費 570,616千円 592,322千円
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３．補足情報

製品別販売実績

前第３四半期連結累計期間
(自 2023年４月１日
至 2023年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2024年４月１日
至 2024年12月31日)

前年同四半期比
（％）

金 額 構成比 金 額 構成比

電子部品 ％ ％

前面操作ブロック（千円） 3,267,302 27.9 3,579,006 28.5 109.5

可変抵抗器（千円） 1,423,717 12.2 1,547,908 12.3 108.7

固定抵抗器（千円） 1,191,973 10.2 1,425,102 11.3 119.6

センサー（千円） 3,222,131 27.6 3,635,905 28.9 112.8

機構部品（千円） 1,397,924 12.0 1,309,603 10.4 93.7

その他の電子部品（千円） 719,365 6.1 697,311 5.5 96.9

小計（千円） 11,222,415 96.0 12,194,840 96.9 108.7

その他

その他（千円） 467,128 4.0 390,274 3.1 83.5

小計（千円） 467,128 4.0 390,274 3.1 83.5

合計（千円） 11,689,543 100.0 12,585,114 100.0 107.7
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独立監査人の四半期連結財務諸表に対する期中レビュー報告書

2025年２月14日

帝国通信工業株式会社

取 締 役 会 御 中

有限責任監査法人トーマツ

東 京 事 務 所

指定有限責任社員

業務執行社員
公認会計士 陸 田 雅 彦

指定有限責任社員

業務執行社員
公認会計士 五 十 嵐 勝 彦

監査人の結論

当監査法人は、四半期決算短信の「添付資料」に掲げられている帝国通信工業株式会社の2024年４月１日から2025年

３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（2024年10月１日から2024年12月31日まで）及び第３四半期連

結累計期間（2024年４月１日から2024年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、

四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、株式会社東京証券取引所の四半期財務

諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（た

だし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して作成されていな

いと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。

期中レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記

載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、

また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手した

と判断している。

四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める記

載の省略が適用されている。）に準拠して四半期連結財務諸表を作成することにある。これには、不正又は誤謬による

重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を作成するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用すること

が含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが

適切であるかどうかを評価し、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国におい

て一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項

に定める記載の省略が適用されている。）に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を

開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。
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四半期連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から四半期連

結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー

手続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施され

る年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・ 継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、株式会社東京証券取引所の四

半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会

計基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して作

成されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実

性が認められる場合は、期中レビュー報告書において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重

要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論

又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レビュー報告書日までに入手した証拠に基

づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項

及び我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただし、四半期財務諸表等の作

成基準第４条第２項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して作成されていないと信じさせる事項が認め

られないかどうかを評価する。

・ 四半期連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監

査人は、四半期連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監

査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発

見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている

場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を

行う。

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以 上

(注) １．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（四半期決算短信開示会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータ及びHTMLデータは期中レビューの対象には含まれていません。


